
被災者相談研修（基礎＋少しの応用）

～不安なく相談会にご参加いただくために～

日弁連 災害復興支援委員会 副委員長
日本災害復興学会 復興支援委員会

  弁 護 士・防 災 士 永 野 海
（静岡県弁護士会）

みらいちゃん はなたろう まもるくん

本日の支援制度ツールがすべて無料で
DLできるページ 「ひさぽ」で検索を



 平成２３年東日本大震災

 平成３０年西日本豪雨

 令和元年台風１９号（東日本台風）

 令和３年熱海土石流災害

 令和３年大雨災害（静岡）

 令和４年台風１５号（静岡）

 令和５年台風２号（静岡、和歌山）

これまでにおこなった現地相談活動

これまでに災害研修でお手伝いさせていただいた弁護士会／弁連

静岡だけでこの５年間で
5回も現地相談が必要になる
災害が発生しました・・・・

東北 岩手弁護士会（in盛岡・他団体主催）／山形県弁護士会／仙台弁護士会／福島県弁護士会／東北弁連
関東 東京弁護士会／第一東京弁護士会／第二東京弁護士会（2回）／神奈川県弁護士会（３回）

埼玉弁護士会（本庁・川越支部）／千葉県弁護士会／栃木県弁護士会（2回）／群馬弁護士会／静岡県弁護士会（たくさん）
山梨県弁護士会（in静岡）／長野県弁護士会／関弁連（たくさん）

中部 愛知県弁護士会／三重弁護士会（三重県社協主催）／岐阜県弁護士会（2回）／金沢弁護士会
近畿 兵庫県弁護士会（in静岡）／奈良弁護士会（2回）／和歌山弁護士会（２回）／近畿弁連
中国 中国弁連（４弁連研修）
四国 香川県弁護士会（他団体主催）／徳島弁護士会／愛媛弁護士会（他団体主催）／四国弁連（４弁連研修）
九州 福岡県弁護士会（２回）／長崎県弁護士会／大分県弁護士会／沖縄弁護士会／九州弁連（４弁連研修）
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❶ 被災地での支援活動 ／ 支援制度の研修活動など
執筆・開発など

（自己紹介に代えて）

津波避難ゲームの開発・普及

共著 編著

単著 分担執筆

❷ 防災（特に津波防災）の授業、講演、ゲーム開発

津波で全壊した気仙小学校（陸前高田市）
での津波授業の様子

被災地での支援制度説明会の様子 分担執筆 被災者生活再建ゲームの開発・普及
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はじめに 司法書士、弁護士の相談担当者の先生方へ （僕が今日一番伝えたいこと）

被災された方を支援するのに、究極、知識なんていりません。
必要なのは、人間としての素朴な温かさと、むしろわからないことを知ったかぶりをしないで、
空っぽの頭からのスタートで調べて、考えて、何とかお伝えしようとする思い、だと思います。

どんな災害時相談を受けても、最初はすぐに答えられないことばかりかも知れません。
「私が使える支援制度ありますか？」と聞かれても、すぐに答えられるほうがむしろ異常です。

でも、被災者支援活動は、テストではありません。
わからないことも、本やウェブサイト、資料、さまざまなツールをみれば大抵書いてあります。
また、行政の担当課に直接電話すれば大抵のことはわかります。

でも、そんな一見当たり前のように思えることができなくなるのが、被災するということなんです。
色んなことを調べたり、代わりに電話して聞いてくれる、ちょっと頼りになる親せきのお兄ちゃん、
お姉ちゃんのような存在に、ぜひなって下さい。

知ったかぶりをせず、堂々と、
「災害の制度って本当に複雑なんで、ちょっと調べてみましょう！」、と明るく言って下さい。

そのかわり、その場で一生懸命調べ、窓口には代わりに電話して聞いてあげて下さい。
その場でわからないことは、「調べてまたご連絡しますね！」、で十分です。

偉そうでごめんなさい・・・
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法律相談の相談者は、すべて生活再建の相談者でもある

土砂撤去、崩
れた崖の修復
は誰の責任？

アパートが浸水して
住めない・・・賃料を
払う必要は？

修理の詐欺にあっ
てしまった。お金は
取り戻せる？

でも、法律相談に来られたこの方たちは
その相談が解決してところで、被害を受けた家や
生活が元に戻るわけではありません

狭義の法律相談はこれらの本で
たいていは解決できます
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住まいの再建までの長い道のり

ある日突然
自宅が被災

当面の住まい
確保の問題

修理？

建替え？

引越し？

最終的な住まい
再建方法
を考える

引越し

家の新築・購入

公営住宅

災害を機に
高齢者施設へ

住まいの再建

賃借物件の契約修理完了
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被災者が直面する４つの不安

被 災 当面の住まい問題

修理？

建替え？

引越し？

再建方法の悩み 再建の完了

再建の為の

お金の不安
生活・健康面

の不安
情報がない

不安
相談相手が
いない不安

被 災 者 の  不  安

プロによるサポートが
比較的されやすい これまで十分には対応されてこなかった

7



再建の為の

お金の不安
情報がない

不安
相談相手が
いない不安

これまで十分には対応されてこなかった

支援者、行政職員、社協職員、自治会、ご近所さん

みんなで 支援制度の知識 を得て

みんなで 情報を伝えあって、 支援から
取り残される人がでないようにすることが大切
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みなさんの自治体では、
こうした被災者の悩みを
①誰が
②どこで
③いつから
聞いて、対応できる体制
になっていますか？

ご相談が
多かったベスト４

浸水約１万棟の令和４年台風１５号（静岡）で特に多かった相談は何か

出典：令和４年台風１５号での静岡県災害対策士業連絡会及び静岡県弁護士会による被災者相談の統計データ
※合計約１３００件の被災者相談のうち約７００件の相談データから作成
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●先日、市から書類の束が届いた。よく分からないので、自分がどのような支援を受けられるか聞いてみたい。

●今後、何をどういう順番で取り組んでいけばいいのか分からない
（何日間も眠れていない方で、心のケアが必要だと思いました）

●市から被災者支援制度の案内文書が届いたが、見れば見るほど分からなくて相談に来た。自分が使える支援制度を
知りたい

●これまで一度も私にきちんと説明してくれた人が居なかったので、初めて説明してもらえて嬉しい

●当日の被害の精神的不調が大きく、話をきいてもらう人に救いを求めたい思いで相談にきた

●1階が浸水して未修理で、自宅に住むのが辛い

●相談者には夫と発達障害の子供あり。母の介護もあるところに今回の父の被災。とても一人で抱えきれるものではなく、
相談できる人もいなかった模様。途中何度もつらさを思い出しては泣かれてた

●何から手をつけていいかわからない、どうしたらいいのか教えてほしい（非常に混乱した様子だった）

●床上浸水したが、どうすればよいかわからない。今後の方針で妻とけんかになり、妻ともども精神的に参っている

●修理するか建て替えか判断できない。仮設にも移動が大変。色々悩んで憂鬱になる。

水害相談を担当した弁護士が当時の相談票に書き残していた内容

調査協力：鈴木秀昌弁護士（第二東京弁護士会）令和４年台風１５号災害（静岡市）
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発災直後からの静岡県弁護士会の活動（時系列）

熱海市伊豆山土石流災害時と、令和４年台風１５号での大きな違い

➡ 台風１５号では、発災９日後に市役所に専門家相談窓口を設置したことで、自治体は、断水問題ばかりに

フォーカスしてしまっているなかで、実は大量の住まい難民が存在するという重大な事実に気づけた
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弁護士、建築士
などの専門家が
助言した内容の

圧倒的1位

専門家相談 １３００件の相談に対する助言の多くは公的支援制度

出典「令和４年台風１５号災害無料相談 相談データ集計分析結果 2023年４月 静岡県弁護士会
（分析協力：第二東京弁護士会・鈴木秀昌弁護士）に筆者加筆

みなさんの自治体では、

情報を求める被災者に
対して、
①発災直後から
②支援制度の全体像
を語れる人がいますか？
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り災証明書と使える支援制度の関係を一覧表で把握！

自治体の職員さんや被災者相談
の担当者はこの表を手元に置い

て、制度の全体像
を把握して下さることが

増えています

静岡の台風１５号の際は、２０００
世帯以上の被災者に静岡市
から郵送配布もされました

「災害ケースマネジメント実施の手引き」
（内閣府）

にも支援情報ツールとして掲載
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特に重要な９つの支援制度の内容はこのカードで確認

これ以外の支援
制度は、自治体
のHPなどで確
認しましょう！
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令和４年台風１５号での支援活動 （現在も継続中）

弁護士会実施の
電話無料相談 約２５０件

士業連絡会実施の
市役所内無料相談 約１１００件

被災地区での
説明会・相談会 約２５０名

相談対応件数

相談対応件数

参加いただいた被災者数

静岡県内の浸水被害１万棟
（うち静岡市の床上浸水４５００棟）

※発災直後からしばらくは、３つの区役所で
土日祝日含め、毎日、朝から夕方まで静岡市と連携して相談窓口を設置し続けました

※災害NPO、技術ボランティア、自治体、自治会、社協と連携して各地で開催します
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←被災者の罹災証明書の判定変更を検討する
ため、住家被害認定調査票を検討する
司法書士さん、建築士さん、弁護士

被災者支援制度の情報ツールを使いながら
被災者に支援制度の情報提供をする弁護士、
建築士さん、司法書士さん ↓

災害時相談で大活躍されている司法書士の先生方
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令和４年台風１５号（画像使用禁止）

市役所での
相談会

・罹災証明をとりにきたり、各種申請にきた被災者さんと出会いやすい
・相談後に、相談者とそのまま支援制度の申請ブースに同行できる
・自治体職員とも問題意識を共有しやすい（被災者のために一緒に悩み、動く）

★さらに士業合同相談のメリット
（司法書士さんは、弁護士会と一体となってブースのメイン進行を担っていただきます）
（建築士さんは、修理、解体の相談や、罹災証明書の判定変更の助言をしてくれる）
（税理士さんは、雑損控除や、事業者への税務上の助言をしてくれる）
（行政書士さん、社労士さんは、各種補助金、税の減免など細かにサポートしてくれる）

役所内に相談ブースを設置する利点
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水害相談を開催しても電話が鳴らない、誰も来ない問題？

相談者の約半数は、自治体からの情報や、自治体職員の声掛けで専門家相談に来場している

＝ 行政との連携はそもそも被災者と出会うために不可欠
（行政職員に専門家の被災者支援活動を知ってもらい、理解者、ファンになってもらうことが大切です）
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静岡の士業連絡会は被災者相談でこんなことをしてます

傾
聴

情
報
提
供

申
請
同
行

現
地
調
査

行
政
要
望

生
活
再
建
支
援

・精神的支援
・いま被災地で何が起き、
何が必要なのかの把握

・支援制度の情報提供
・住宅の応急対応助言

・助言で終わらず、
申請まで見守る

・弁護士が建築士、技術
士などの専門家と被災家
屋や崩れた崖の調査に

・把握した事実に基づき
行政に施策を要望する

・最終的な生活や住宅
の再建を伴走者として
支える
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残る浸水痕跡と災害廃棄物屋根上まで浸水した大量の自動車

令和４年台風１５号（画像使用禁止）

被災地区での自治会館
などでの出張相談会

災害NPO団体（集客、場づくり、サービス）や
自治体（出張申請窓口設置）、ボランティアセンター

（ボランティア出張受付）と合同実施できるかが鍵）
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残る浸水痕跡と災害廃棄物屋根上まで浸水した大量の自動車

発災直後の被災地区相談会でお配りした資料の例
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残る浸水痕跡と災害廃棄物屋根上まで浸水した大量の自動車

要請があれば迷わず現地に行って支援する

建築士さんと同行した調査 ➡ り災証明の判定変更の意見書
 を書いてもらう

技術士さんと同行した調査 ➡ 現地の二次災害のリスクを評価
してもらったり、
長期避難世帯の認定必要性に
に関する意見書を書いてもらう
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数少ない「事前にあると役立つ水害時の法律知識」 その１

土砂崩れによる被害の相隣関係
隣の人の山が崩れて、わたしの家に土砂が流れ込み被害がでました。隣の人に対して何が言えますか？

自然災害の法律相談において重要な裁判例については、以前の関弁連主催
研修でまとめて整理していますので、研修資料

「自然災害における責任判断をめぐる重要判例」もご覧ください

←こちらからダウンロード
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数少ない「事前にあると役立つ水害時の法律知識」 その１

土砂崩れによる被害の相隣関係（損害賠償）
隣の人の山が崩れて、わたしの家に土砂が流れ込み被害がでました。隣の人に対して何が言えますか？

単なる斜面の崩壊の場合 盛土や擁壁など土地工作物を含む場合

単純に民法７０９条の検討をすれば大丈夫です。
故意・過失／予見可能性／結果回避可能性

確認のポイント（私見）
① 少量の雨や、雨がなくてもいかにも

崩れそうな危険状態を放置していたか？
➡ ＹＥＳなら責任発生の可能性

② 雨量はこれまでにないほどのものか
➡ よくある雨量で、他の山は全然崩れてな

いという状況なら責任発生の可能性

③ はじめての崩落か？
➡ 1度目は不可抗力で責任なしでも、その

後の危険状態を放置で責任可能性

盛土は土地工作物です（裁判例あり）

土地工作物は無過失責任と言われますが、実際に
は瑕疵の立証は必要になるので、瑕疵の有無の判
断「瑕疵＝その物が本来備えているべき性質また
は設備を欠くこと」の中で、結局、当該大雨の不可
抗力性は７０９条と同様に考慮されます
（そのため実際にはそこまで変わらない）

上記以外のポイント（私見）
① 瑕疵があるとされる場合、その存在を所有者が

知らなくても責任を負います（神戸地裁H10.6.16)

② 瑕疵あるとされる場合でも災害の規模に応じて
寄与度減責がなされます（神戸地裁H11.9.20）
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数少ない「事前にあると役立つ水害時の法律知識」 その２

土砂崩れしそうな場所の予防措置の相隣関係（妨害予防請求権）
隣の人の山がいまにも崩れて、私の家に被害がでそうです。隣の人に対して何が言えますか？

単なる崖などの自然物の崩落危険の場合 擁壁などの人工物の崩落危険の場合

崖下の所有者が崖地の所有者に対して、防護
擁壁設置を求めることはできない、とするのが
裁判例（東京高裁昭和５８年３月１７日判決）

↓
やるとすれば、共同の費用をもって予防の措置
を講ずべきとしていますので、結果として、実際
に、崖下の所有者が先に多額の費用をかけて
予防の工事をした上で、その工事費用の一部
を崖地の所有者に対して請求する、という形し
かとれない可能性が高い
（現実にはかなり厳しい。山の斜面の崩落防止
費用は規模によりますが数千万円規模でかか
ることも普通です）

この場合には、擁壁の所有者に対して改修工事を
するよう判決で命じています（東京高裁昭和６２年
９月２９日判決）ので、訴訟として、工事をせよと所
有者に求めることが可能

ただし、上記判決でも、不可抗力により危険な状態
が生じている場合には免責される場合もあると判
示しているので、結局、不可抗力性の検討は
不可避

という基本的な知識は頭にあると便利ながらも
結局は訴訟で簡単に解決できる話ではないので
災害ADRに原則つなげることをおすすめします
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残る浸水痕跡と災害廃棄物屋根上まで浸水した大量の自動車

仮設住宅期に入ったら支え合いセンター（社協など）と連携する

比較的規模の大きい災害では、
自治体や社協（受託）によって、仮設住宅などを
訪問して、被災者の困りごとを把握し、生活再建

を支えるための「地域支え合いセンター」
（厚労省補助事業）が設立されます

↑
支え合いセンターの職員との意見交換会
台風１５号では、支え合いセンターの全ての
職員さんに、支援制度の研修も実施しまし
た

・支え合いセンターの職員がいつでも弁護士会に相談
できるメーリングリストを作成し、常時、助言

・職員に弁護士が同行しての個別訪問支援活動

・職員が現地相談ブースに被災者と一緒に相談にきます

・職員の個別訪問調査の際のポイントを、研修などで
アドバイスします

（センターとの連携で静岡県弁護士会でおこなっていること）

26



伊豆山ささえ逢いセンターでは、弁護士会がささ
え逢いセンターのケース会議に参加し、個別事案
を一緒に考える機会を設けていただきました。
仮設住宅への訪問支援をする世帯をピックアップ。

熱海市の伊豆山ささえ逢いセンターでのケース会議の様子

仮設住宅期に入ったら支え合いセンター（社協など）と連携する
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使える支援制度を台紙に貼って、被災者の生活再建を視覚化
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司法書士・弁護士の水害支援フロー（６つ）

水害で被災
（罹災証明を申請）

全 壊
大規模半壊
中規模半壊
半  壊
準   半   壊
一 部 損 壊

自治体による
住宅の被害調査

29

住まい再建
の選択

修理を決断

建替えを決断

転居を決断

何もできない
決められない

罹災証明書の交付

● 住まい困窮
者を自治体に
つないだり応
急復旧の助言
● 支援制度
の全体像
を説明

● 自治体の
調査担当課
と二次調査
の判定基準
の話し合い

● 再調査
による判定
変更の流れ
について
助言する

● 表やカード
を使いながら、
修理、建替え、
転居の場合の
支援制度の
情報提供

● 表を使って、
支援制度利用
のもれがない
か確認

● 相談相手に。
包括や行政に
つなぐ



製作協力したもの

まずは水害後の家屋対処や、支援制度の基本を被災者に伝える （冊子を配る！）

制作協力したもの 監修したもの

NHK「避難生活＆住宅再建ガイドブック」
YNF「内水氾濫ハンドブック」

震災がつなぐ全国ネットワーク
「水害にあったときに」

30



出典「被災時に使える防災ハンドブック」YNF
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水害後の支援制度
活用のイメージ

水害で被災
（罹災証明を申請）

全 壊

大規模半壊

中規模半壊

半  壊

準     半     壊

一 部 損 壊

自治体による
住宅の被害調査

300万円＋α

220.6万円

70.6万円

0万円

34.3万円

120.6万円

浸水で半壊に
なると、５００～

１０００万円程度
の修理費がか

かります
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①自宅を修理したい人

大
規
模

半
壊

中
規
模

半
壊

半
壊

準
半
壊

応急修理制度
（災害救助法）

基礎支援金
（被災者生活再建支援法）

加算支援金
（被災者生活再建支援法）

３４．３万円

５０万円

１００万円５０万円

被災者向け
融資制度

利
用
を
検
討
す
る

支援合計

７０．６万円

２２０.６万円
＋ 融資金額

１２０.６万円
＋ 融資金額

７０.６万円
＋ 融資金額

３４.３万円
＋ 融資金額

その自治体に（）内の
法律適用が必要！

修理中
仮設住宅
に入れる

ことも

（単身は3/4）

（単身は3/4）

（単身は3/4）

（複数世帯の場合）
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②この際建物を解体して新たな住まいで生活したい人

基礎支援金
（被災者生活再建支援法）

加算支援金
（被災者生活再建支援法）

原則対象
になる

新たな家を
建築や購入

２００万円

被災者向け
融資制度

利
用
を
検
討
す
る

支援合計

１００万円

３００万円
＋ 融資金額

その自治体に法律や
制度の適用が必要

応
急
仮
設
住
宅
に
入
れ
る
可
能
性
あ
り

※解体前に
必ず自治体
に相談して
下さい！

（単身は3/4）

民間賃貸への
引越し

５０万円

（単身は3/4）

公費解体

全
壊

大規模
半壊

中規模
半壊

半壊

①特定非常
災害のときや、
②自治体が
独自に対象

拡大した時は
対象になる

（複数世帯の場合）

最大

特
に
６
０
歳
以
上
は
災
害
リ
バ
モ

の
利
用
も
検
討
で
き
る

・

・
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被災者支援チャットボット（ひちゃぼ）
（東京海上グループと共同開発（試作段階）

（お願い）
●東京海上日動や代理店へのお問合せはご遠慮願います
●チャットボットへのご質問等は、アビームコンサルティングまで
（担当：中村 メール：shuninakamura@abeam.com）

これがあれば
知識なんてなくても
自分が使える支援
制度のめぼしが

つけられる！

５つほどの
質問に答える

だけで

使える可能性
のある制度を
教えてもらえる

35
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それぞれの抱える再建の悩みに誰が寄り添うのか

全 壊

大規模半壊

中規模半壊

半  壊

準     半     壊

一 部 損 壊

解体したあと
どうしよう・・・

修理費用
８００万円！！？？

この判定だと
ほとんど支援が
ないみたい・・・

修理費用を
用意できない（涙）

支援制度の前に・・・
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今回は特に悩ましい「半壊世帯」について考えてみましょう

大規模半壊

中規模半壊

半  壊

修理費用
８００万円！！？？

まず大切なのは、思い込みをなくし、お金に余裕がなくても

実はさまざまな選択ができるという希望を伝えること

公費解体が
使えるかも！解体すれば

支援金３００
万円！？

高齢でも借りられる、
利息だけの返済で

すむ借入制度
知ってますか？

半壊の判定
を変えられ
ることも！
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河北新報平成３１年４月２０日記事より引用

支援制度の知識がなかったために、ついにはうつ病に・・・



実はいろいろあった選択肢

地震で半壊

「修理しかない」
と思い、修理を

決断！

応急修理
制度を
申込み

解体すれば
支援金３００

万円！？
その被害なら
再調査申請
で判定を

上げられた
かも！
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最初にもらえ
るお金

追加でもらえ
るお金

解体してたら３００万円もらえた？

国の被災者生活
再建支援金
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公費解体制度ってなに？

全 壊

大規模半壊

中規模半壊

半  壊

準     半     壊

一 部 損 壊

公費解体が
使える可能性
のある人

原則使える

特定非常災害のときや
自治体の独自財源で
対象になる可能性あり



７０万６０００円

３４万３０００円

国の応急修理（補助）制度

準半壊以上の世帯が
使える修理の補助制度
（現在、収入資料などでの資力
要件の審査はしていません）

原則、仮設住宅に
入居できなくなる
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仮設住宅に１年
入る場合

仮設住宅に２年
入る場合

仮設住宅に５年
入る場合

７０．６万円

７０．６万円

７０．６万円

８４万円
（家賃７万円の仮設住宅の場合）

１６８万円
（家賃７万円の仮設住宅の場合）

４２０万円
（家賃７万円の仮設住宅の場合）

得するお金 得するお金

半壊の人 応急修理制度 と 応急仮設住宅 どちらを選ぶのがお得？
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シニア被災者の希望の星! 災害リバモ

旧住宅金融公庫の
特別な借入制度＝災害リバモ

を使っていれば・・・

住宅金融支援機構の災害復興住宅融資の高齢者返済特例（リバースモーゲージ型融資）

修理費で
退職金を使い

果たしてしまったが
直しきれず…

災害リバースモーゲージ ・・・ ６０歳以上で使える、不動産を担保に
 利息のみの返済でよい融資制度

完全な修理
or

退職金を手元に残し 中古マンション購入
or

平屋の一戸建て再築

返済はわずか
月１～２万円
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修
理
す
る

建
て
る

家
を
買
う

不
動
産
に
抵
当
権
を

つ
け
て
お
金
を
借
り
る

毎
月
利
息
だ
け
を
返
済

借
主
が
亡
く
な
っ
た
際
に

住
宅
を
売
却
す
る
な
ど
し
て
返
済

不動産の評価の
６割まで借りられる

●修理  １２００万円まで

●建築・購入 ３７００万円まで
（土地を買わないなら２７００万円まで）

不足分は
自己資金

６
０
0
万
円
借
り
る
ご
と
に

月
１
万
円
強
の
返
済
金
額

預金・保険金
支援金・義援金
などで用意

元
金
は
？

「
一
部
損
壊
」

以
上
な
ら

「
半
壊
」

以
上
な
ら

●修理なら不動産評価の６割まで

●建築・購入なら、支払金額の６割まで

借入の上限金額

売
れ
な
く
て
も
相
続
人
に
は
請
求
さ
れ
な
い

シニア被災者の希望の星! 災害リバモ
住宅金融支援機構の災害復興住宅融資の高齢者返済特例（リバースモーゲージ型融資）



リバースモーゲージローンの活用（別荘購入編）
住宅金融支援機構の災害復興住宅融資の高齢者返済特例

水
害
被
害

古い家に修理
８００万円・・・

半壊の判定

いっそのこと
解体しよう

半壊＋解体で
１００万円もらう

富良野の別荘

中古で１０００万
円で売ってる！

１００万円の貯金
で購入できるかな

購入で２００万
円もらえる

６割の６００万円
借りられる

月１万円返済 新生活！



災害で負傷したり、家や家財の被害を受けた場合の特別の貸付制度

貸付金額 最大 ３５０万円

利息 当初３年は無利子 その後の金利条件は自治体ごとに異なる

据置期間 ３年（全壊の場合など５年に延長される例もあり）

返済期間 １０年（据置期間を含む）

所得制限 あり 連帯保証人 必要（不要な場合もあり。要確認）

水害の準半壊などは浸水
で家財を失うのでこれに該
当する人がでてきます

熊本地震の際の熊本市資料から引用

災害援護資金貸付制度（国の貸し付け制度）

住んでいるアパート
が浸水した大学生

アパートの１階で浸水
して家具、家電、衣服
など全てを失いました。

買い替えるお金もなく、
引越しの費用も敷金
のお金もありません。
災害援護資金貸付、
僕も借りられますか？



大規模
半壊

中規模
半壊

半壊

準半壊

一部損壊

単位：万円

１７０

１７０

１７０

７０．６

７０．６

７０．６

３４．３

５０
（単身３７．５）

上限１２００
（評価の6割）

（評価の6割）

（評価の6割）

（評価の6割）

（評価の6割）

１００
（単身７５）

５０
（単身37.5）

どちらかを選択

どちらかを選択

どちらかを選択

どちらかを選択

どちらかを選択

上限１２００

上限１２００

上限１２００

上限１２００

家財の3分の
1以上の損害

あれば150

家財の3分の
1以上の損害

あれば150

ご相談者の方の罹災証明
の段だけをみればいいんだね

修理の支援制度
（チェックシート）

どちらかを選択

どちらかを選択

どちらかを選択

使えること
が多い

普通の
住宅

ローン

利息の
返済だけ
の特例

使える支援制度
などを

この表の左から順番に
チェックしていこう！

・
自
治
体
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
な
ど
を
確
認
し
て
検
討
す
る
。

使えること
が多い

使えること
が多い

・
災
害
で
借
金
の
返
済
に
困
っ
て
い
れ
ば
検
討
す
る
！

・
借
金
が
な
け
れ
ば
検
討
不
要
で
す
。

・
こ
の
４
枚
の
使
え
る
支
援
に
も
れ
が
な
い
か
確
認
す
る
。

・
避
難
生
活
中
の
ご
家
族
の
死
亡
は
、
弔
慰
金
請
求
を
検
討
。

・
税
金
を
お
さ
め
て
い
る
場
合
は
必
ず
ご
説
明
を
！

確
定
申
告
す
れ
ば
、
税
金
が
減
額
、
免
除
に
な
る
可
能
性

災害救助法と被災者生活
再建支援法がその自治体に
適用されている前提の表
なのでそこは注意

©弁護士永野海



災 害 直 後 建 物 の 解 体 な ど 建 替 え の 実 施

公
費
解
体
制
度

（
対
象
に
な
る
時)

基
礎
支
援
金
の
申
請

（
半
壊
以
上
は
可
能
性
あ
り
）

加
算
支
援
金
の
申
請

（
半
壊
以
上
は
可
能
性
あ
り
）

解
体
見
積
り
を
複
数
と
る

建
築
契
約

建
替
え
完
了

支 支
自
費
で

解
体

OR

建
築
見
積
り
を
複
数
と
る

災
害
復
興

住
宅
融
資

の
利
用
検
討

民
間

ロ
ー
ン

の
検
討

OR

雑
損
控
除 

の
申
請
検
討

災
害
援
護
資
金
貸
付 

の
検
討

救

り
災
証
明
書 

の
申
請

写
真
・
動
画 

で
被
害
撮
影

保
険
・
共
済 

の
確
認
・
電
話

自
宅
の
片
づ
け
・
乾
燥
・
消
毒

（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
活
用
検
討
）

被
災
ロ
ー
ン
減
免
制
度 

の
検
討

救

自
治
体
独
自
の
支
援
制
度
確
認

応
急
仮
設
住
宅

の
入
居
検
討

救

公
営

住
宅

の
検
討

相談者さんと一緒に、このロード
マップをみながら、いまどの位置に
いるか確認してみましょう

現地で建替えのロードマップ 救

支

・・・災害救助法が適用されたとき
※ 災害援護資金貸付は都道府県内に救助法の適用自治体が１つでもあればOK
※ 被災ローン減免制度は、国内にその災害に関する救助法の適用自治体が１つでもあ

 ればOK

・・・被災者生活再建支援法が適用されたとき
※ この法律が適用されない場合でも同様の支援金を給付する独自の制度がある都道府県が

複数ある

©弁護士永野海



大規模
半壊

中規模
半壊

半壊

準半壊

２００
（単身150）

20０
（単身150）
※解体を前提

２００
（単身150）
※解体を前提

２００
（単身150）
※解体を前提

全壊
１００

（単身７５）

１００
（単身７５）
※解体を前提

１００
（単身７５）
※解体を前提

１００
（単身７５）
※解体を前提

３５０

２５０

２５０

２５０

家財の3分の
1以上の損害

あれば150

（評価の6割）

（評価の6割）

（評価の6割）

（評価の6割）

上限２７００

上限２７００

上限２７００

上限２７００

単位：万円

普通の
住宅

ローン

利息の
返済だけ
の特例

どちらかを選択

どちらかを選択

どちらかを選択

どちらかを選択

通常は
使える使える

使える支援制度
などを

この表の左から順番に
チェックしていこう！ご相談者の方の罹災証明

の段だけをみればいいんだね

使えること
が多い

使えること
が多い

使えること
が多い

・
自
治
体
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
な
ど
を
確
認
し
て
検
討
す
る
。

・
こ
の
４
枚
の
使
え
る
支
援
に
も
れ
が
な
い
か
確
認
す
る
。

・
避
難
生
活
中
の
ご
家
族
の
死
亡
は
、
弔
慰
金
請
求
を
検
討
。

・
税
金
を
お
さ
め
て
い
る
場
合
は
必
ず
ご
説
明
を
！

確
定
申
告
す
れ
ば
、
税
金
が
減
額
、
免
除
に
な
る
可
能
性

災害救助法と被災者生活
再建支援法がその自治体に
適用されている前提の表
なのでそこは注意

・
特
定
非
常
災
害
の
場
合
と
、
自
治
体

が
独
自
に
実
施
す
る
場
合
は
使
え
る

・
災
害
で
借
金
の
返
済
に
困
っ
て
い
れ
ば
検
討
す
る
！

・
借
金
が
な
け
れ
ば
検
討
不
要
で
す
。

解体・現地建替えの支援制度
（チェックシート）
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災 害 直 後 解体 や 土地売却 など 転 居 （賃貸借・建築・購入）

公
費
解
体
制
度

（
対
象
に
な
る
時
）

基
礎
支
援
金
の
申
請

（
半
壊
以
上
は
可
能
性
あ
り
）

加
算
支
援
金
の
申
請

（
半
壊
以
上
は
可
能
性
あ
り
）

建
築
完
了
・
入
居
な
ど

災
害
援
護
資
金
貸
付
の
検
討

支 支救
自
費
で

解
体
OR

建
築
・
購
入

賃
借

建
築
契
約
・

売
買
契
約

建
築
見
積
り

・
物
件
探
し

災
害
復
興

住
宅
融
資

利
用
検
討

民
間

ロ
ー
ン

の
検
討

物
件

探
し

賃
貸
借

契
約土

地
売
却 

の
検
討

雑
損
控
除  

の
申
請
検
討

り
災
証
明
書 

の
申
請

写
真
・
動
画 

で
被
害
撮
影

保
険
・
共
済 

の
確
認
・
電
話

自
宅
の
片
づ
け
・
乾
燥
・
消
毒

（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
活
用
検
討
）

被
災
ロ
ー
ン
減
免
制
度 

の
検
討

救

自
治
体
独
自
の
支
援
制
度
確
認

解
体
見
積
り
を
複
数
と
る

応
急
仮
設
住
宅

の
入
居
検
討

救

公
営

住
宅

の
検
討

相談者さんと一緒に、このロード
マップをみながら、いまどの位置に
いるか確認してみましょう

解体して転居のロードマップ 救

支

・・・災害救助法が適用されたとき
※ 災害援護資金貸付は都道府県内に救助法の適用自治体が１つでもあればOK
※ 被災ローン減免制度は、国内にその災害に関する救助法の適用自治体が１つでもあ

 ればOK

・・・被災者生活再建支援法が適用されたとき
※ この法律が適用されない場合でも同様の支援金を給付する独自の制度がある都道府県が

複数ある

©弁護士永野海



大規模
半壊

中規模
半壊

半壊

準半壊

（評価の6割）

（評価の6割）

（評価の6割）

（評価の6割）

全壊
１００

（単身７５）

１００
（単身７５）
※解体を前提

１００
（単身７５）
※解体を前提

１００
（単身７５）
※解体を前提

すべて
解体が前提

建築・購入
200（単身150）

50（単身37.5）

建築・購入

借家に転居
200（単身150）

50（単身37.5）

建築・購入
200（単身150）

50（単身37.5）

建築・購入
200（単身150）

50（単身37.5）

すべて
建築・購入の場合のみ

２５０

１７０

１７０

１７０

上限３７００

上限３７００

上限３７００

上限３７００

家財の3分の
1以上の損害

あれば150

単位：万円

普通の
住宅

ローン

利息の
返済だけ
の特例

どちらかを選択

どちらかを選択

どちらかを選択

どちらかを選択

・
税
金
を
お
さ
め
て
い
る
場
合
は
必
ず
ご
説
明
を
！

確
定
申
告
す
れ
ば
、
税
金
が
減
額
、
免
除
に
な
る
可
能
性

借家に転居

借家に転居

借家に転居

使える
・
こ
の
４
枚
の
使
え
る
支
援
に
も
れ
が
な
い
か
確
認
す
る
。

・
避
難
生
活
中
の
ご
家
族
の
死
亡
は
、
弔
慰
金
請
求
を
検
討
。

使える支援制度
などを

この表の左から順番に
チェックしていこう！ご相談者の方の罹災証明

の段だけをみればいいんだね

使えること
が多い

使えること
が多い

使えること
が多い

・
自
治
体
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
な
ど
を
確
認
し
て
検
討
す
る
。

・
特
定
非
常
災
害
の
場
合
と
、
自
治
体

が
独
自
に
実
施
す
る
場
合
は
使
え
る

通常は
使える

災害救助法と被災者生活
再建支援法がその自治体に
適用されている前提の表
なのでそこは注意

・
災
害
で
借
金
の
返
済
に
困
っ
て
い
れ
ば
検
討
す
る
！

・
借
金
が
な
け
れ
ば
検
討
不
要
で
す
。

解体して転居の時の支援制度
（チェックシート）



災 害 直 後 再建方法の選択 再建（修理・新たな賃貸借・建築・購入）

り
災
証
明
書
の
申
請

写
真
・
動
画 

で
被
害
撮
影

保
険
・
共
済
の
確
認
・
電
話

（
賃
借
人
が
契
約
の
場
合
）

片
づ
け
・
乾
燥
・
消
毒

（
大
家
さ
ん
と
相
談
）

基
礎
支
援
金
の
申
請

（
半
壊
＋
大
家
さ
ん
に
よ
る
解
体
、

ま
た
は
大
規
模
半
壊
以
上
）

大家さんとの
修理の話し合

い災
害
援
護
資
金
貸
付 

の
検
討

支救 住
み

続
け
る

転
居
す
る

大
家
さ
ん
と
賃
料
の

話
合
い
（
弁
護
士
相
談
も
）

加
算
支
援
金

の
申
請
を
相
談

建
築
完
了
・
入
居

支

建
築
・
購
入

賃
借

建
築
契
約
・

売
買
契
約

建
築
見
積
り

・
物
件
探
し

災
害
復

興
住
宅

融
資

利
用
検
討

物
件

探
し

賃
貸
借

契
約

雑
損
控
除  

の
申
請
検
討

被
災
ロ
ー
ン
減
免
制
度 

検
討

自
治
体
独
自
の
支
援
制
度
の
確
認

救

民
間

ロ
ー
ン

の
検
討

応
急
仮
設
住
宅

の
入
居
検
討

救

公
営

住
宅

の
検
討

修
理
完
了

相談者さんと一緒に、このロード
マップをみながら、いまどの位置に
いるか確認してみましょう

賃借人の方のロードマップ 救

支

・・・災害救助法が適用されたとき
※ 災害援護資金貸付は都道府県内に救助法の適用自治体が１つでもあればOK
※ 被災ローン減免制度は、国内にその災害に関する救助法の適用自治体が１つでもあ

 ればOK

・・・被災者生活再建支援法が適用されたとき
※ この法律が適用されない場合でも同様の支援金を給付する独自の制度がある都道府県が

複数ある
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（評価の6割）

（評価の6割）

（評価の6割）

（評価の6割）

家財の3分の
1以上の損害

あれば150

１００
（単身７５）

５０
（単身37.5）

大家さんが解体すれ
ば全壊と同じ金額

200（単身150）

50（単身37.5）

200（単身150）

50（単身37.5）

100（単身75）

25（単身18.75）

大家さんが
解体すれば
全壊と同金額

・

・

・
・

・

・
・ 

原則なし

原則なし 原則なし

上限３７００

上限３７００

上限３７００

上限３７００

単位：万円

ご相談者の方の罹災証明
の段だけをみればいいんだね

普通の
住宅

ローン

利息の
返済だけ
の特例

使える支援制度
などを

この表の左から順番に
チェックしていこう！

災害救助法と被災者生活
再建支援法がその自治体に
適用されている前提の表
なのでそこは注意

大規模
半壊

中規模
半壊

半壊

準半壊

全壊 ２５０

１７０

１７０

１７０

使える
・
こ
の
４
枚
の
使
え
る
支
援
に
も
れ
が
な
い
か
確
認
す
る
。

・
避
難
生
活
中
の
ご
家
族
の
死
亡
は
、
弔
慰
金
請
求
を
検
討
。

使えること
が多い

使えること
が多い

使えること
が多い

・
自
治
体
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
な
ど
を
確
認
し
て
検
討
す
る
。

・
税
金
を
お
さ
め
て
い
る
場
合
は
必
ず
ご
説
明
を
！

確
定
申
告
す
れ
ば
、
税
金
が
減
額
、
免
除
に
な
る
可
能
性

どちらかを選択

どちらかを選択

どちらかを選択

どちらかを選択

すべて
建築・購入の場合のみ

建築・購入

建築・購入

借家に転居

建築・購入

借家に転居

借家に転居

・
災
害
で
借
金
の
返
済
に
困
っ
て
い
れ
ば
検
討
す
る
！

・
借
金
が
な
け
れ
ば
検
討
不
要
で
す
。

賃借人の方の支援制度
（チェックシート）
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現在の貯蓄額

７０0万円

６２万円

５４ 万円

万円

今の生活場所

次 の 生 活 場 所

５２万円 万円 １０万円 万円

５４万円 万円 万円 万円

万円 万円万円

①

②

③

④

①～④の合計額を記入

８１６万円

最終合計

金額記入 ➡

半壊
罹災

証明書
の種類

合計

合計

合計借金の減免

金額記入 ➡

金額記入 ➡

最終的な住まい

（結論）
最低限の
支援制度
しか活用で
きないまま、
約８００万
円で修理。

結局、家は
直らず貯
金もなくな
り病気に。

修理選択で
菅沢さんの
ような状況

なら



現在の貯蓄額

７００万円

１１０万円

５４ 万円

１４００万円

今の生活場所

次 の 生 活 場 所

万円 １００万円 １０万円 万円

５４万円 万円 万円 万円

２００万円 万円１２００万円

①

②

③

④

①～④の合計額を記入

２２６４万円

最終合計

金額記入 ➡

半壊
罹災

証明書
の種類

合計

合計

合計解体費無料

税金還付

費用無料

借金の減免

金額記入 ➡

金額記入 ➡

最終的な住まい

（結論）
無料で解体
し、仮設で暮
らしながら、
国の支援金
をもらい、災
害リバモ融
資利用で、手
元の貯金も
残しつつ、か
さ上げの上
で、十分な金
額の建物を
新築できた。

注）菅沢さんは単身世帯なので
厳密には国の支援金は3/4

支援制度活で、
建替えを選択
していたら



罹
災
証
明
書
の
申
請

自
治
体
に
よ
る
被
害
調
査

罹
災
証
明
書
の
交
付

全壊

大規模
半壊

中規模
半壊

半壊

準半壊

一部損壊

判
定
ご
と
に
様
々
な
支
援
制
度
へ

重い

軽い

申請主義！
調査方法は
複数ある！

再調査申請
もできる！

使える支援制度はもらった罹災証明書でだいたい決まる
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外
壁
な
ど
が
損
傷
し
て
い
る
か
？

土
石
流
や
、堤
防
決
壊
な
ど
の
「
外
力
」で

＋

浸
水
被
害

はい

出典「水害にあったときに」

右の「第一次
調査」で判定

右の「第二次
調査」で判定

片づけたり、痕跡が消
えてしまう前に、あら
ゆる場所を写真・
動画で撮影

水災の場合の罹災証明の調査
方法（木造・プレハブ・２階建）

いいえ

↑準半壊から半壊になると６００万円ほど支援が増えることも



全壊

大規模
半壊

中規模
半壊

半壊

準半壊

一部損壊

罹災証明書の判定には再調査も申請できる！

基本、建物の壊れ
具合を100点満点
で調査して点数ご
とに判定が決まる

50点以上

40～49点

30～39点

20～29点

10～19点

9点以下

100点満点の壊れ度テスト
↓ 建物の部位ごとに点数がふってある

自分の点数が書いた調
査票は自治体によっては
コピーをもらえます（少な
くとも自分の点数を聞き
ましょう）

襖、ドア、サッシ、障子など

水回り、給湯器など

特に、床や建具、内壁、設
備などに注意。浸水で交換
が必要なのに、低い点数し
かついていないようなら再
調査申請を検討。

修理見積書の記載など
がとても大切になります。

認定がおかしいと思ったら
この内閣府の判定基準と

照らし合わせてみる
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床のポイント 罹災証明の判定調査（住家被害認定調査）

内閣府HP

この手引きを形式的にあてはめると
見てすぐわかるような物理的損傷がない場合は、
ほんとど損壊評価がされない
（＝点数がつかない ＝罹災証明書の判定が低くなる）

ポイント①
床の部材の性質や断熱材などの存在により
浸水後再利用できず経済的効用を喪失し
全面交換しないといけない場合
➡ その旨を修理見積書に書いてもらい（建築
士意見書も可）、Ⅴで評価するよう再調査申請

ポイント②
この規定（Ⅳにできる）の最大活用。実際に床を
上げているか、ではなく、その必要があるかをみる
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建具のポイント 罹災証明の判定調査（住家被害認定調査）

内閣府HPこの手引きを形式的にあてはめると
見てすぐわかるような物理的損傷がない場合は、
ほんとど損壊評価がされない
（＝点数がつかない ＝罹災証明書の判定が低くなる）

ポイント①
床のときと同様、建具の部材の性質などにより
浸水後再利用できず経済的効用を喪失し交換し
ないといけない場合（その時点の見た目は関係ない！）
➡ その旨を修理見積書に書いてもらい（建築
士意見書も可）、Ⅴで評価するよう再調査申請

ポイント②
全体の何割がⅤになるかを示す必要があるので、
面倒でも、１階の建具の個数を調査票から数え
そのうち使えない建具の数を示す
例） １０個の建具のうち５個がⅤの損壊＝５０％
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内壁のポイント 罹災証明の判定調査（住家被害認定調査）

内閣府HP

ポイント①
この内閣府のマニュアル文言を最大限活用！
特に中の断熱材（グラスウール）が吸水した場合
再利用できません。全面交換になるので、全面が
Ⅴで評価される必要あり。

ポイント②
上と共通しますが、自治体によっては、床上１０ｃｍ
でも浸水した場合、内壁の全面積（１００％）を損
壊したとして判定しています（一部でも損壊した
場合、内壁は全面交換せざるを得ないという理由
と、断熱材を通じて実際の浸水よりも上まで水が
上ることが理由です）
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設備のポイント 罹災証明の判定調査（住家被害認定調査）

内閣府HP

ポイント
全体に非常にわかりにくいですが
単純に

浴室 ＝再利用不可で交換必要なら３点
キッチン ＝再利用不可で交換必要なら３点

（特にシステムキッチンは合板部分が
浸水後交換不可避になります）

※なお、修繕必要だが再利用可能なら２点
汚損や配管詰まりは１点

その他 トイレ、給湯器、ベランダなどそれぞれ
１点ずつつけられて、
最大１０点まで損壊評価がつけられる
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浸水木造家屋の調査票の見方メモ

・「主要階」と「その他階」の外観・内壁・床・柱・屋根・天井・建具の
各項目について、被害程度（無被害～程度V）と面積率が判定され
ている（↑の建具だと、主要階は程度Ⅰが10％＋60％＝70％、程度
Ⅲが10％＋20％＝30％の判定。その他階は無被害100％。面積率
は合計すると各階必ず100％になるはず。）

※ 主要階…「１階もしくは１階以外の階で台所・食堂・居間の全て
を有する階」

・〇で囲まれた数字を合計した「計」に、主要階の建具であれば表の
右上の主要階の床面積率0.7を掛けると、その項目の基礎点数（ｂ）
になる（建具 1＋1＋2＝計4 ×0.7＝2.8）
※ 面積率は、外壁・内壁・床・柱・天井・建具は「床」の面積率を、屋

根は「屋根」の面積率を掛ける。

※ 「設備」は面積率を掛けない（浴室最大３点、台所最大３点、その
他最大４点で、主要階とその他階とで配点する）

※ ここからさらに調整→次ページへ

主要階

その他階

出典 静岡県弁護士会 弁護士植松真樹 2023/7/12



四捨五入 主要階は×1.25
四捨五入

・①各項目の基礎点数（ｂ）を四捨五入した数値（ｄ）と、②各項目の基礎点数
（ｂ）に主要階は1.25（その他階は0.5）を掛け、四捨五入した数値（ｇ）の③全
項目の合計の大きい方が、最終的な住宅の判定値となる
（その他階にも損害がある場合は表の指示に従って計算していく）

例）この事例の床が100％程度Ⅲ（上記の計算では２７点のうち床４点）
→ 100％程度Ⅳに上がると、
基礎点数は 8×0.7 ＝ 5.6
①四捨五入して６ 合計は ２４
②5.6×1.25＝7
四捨五入して７ 合計は ３０

③上記①と②の合計が大きいほうで３０点＝中規模半壊に。

８

5.6
出典 静岡県弁護士会 弁護士植松真樹 2023/7/12



・被害程度（無被害～程度Ⅴ）は何で決まるのか
→ 内閣府の住家被害認定のページに指針があるのでどの部分がどう評価されているかを確認しながら、ご本人に写真などがあれば、建

築士さんに一緒に見ていただきながら被害状況を聞き取り、調査票の図面と照らし合わせて、実際の被害と判定が合致しているか（より
重い被害程度が主張できないか）を検討する。

災害に係る住家の被害認定 : 防災情報のページ - 内閣府 (bousai.go.jp)

「運用指針」と「…運用指針 参考資料（損傷程度の例示）」が参考になります。後者は写真つきですが、あくまで「例示」なので引っ張られ
すぎないように。

・床上浸水は、特に「内壁」、「床」、「建具」、「設備」がきちんと評価されているか注意（次ページに指針添付）

・再調査を申請する場合（助言する場合）は、運用指針を参考に、被害程度の裏付けとなるようなコメント付きの見積書や、建築士さんの意
見書、写真、図面などを添えられるとよいと思います。例えば「再利用不可」と主張する場合、部材の性質、浸水の程度、損傷状況などの再利
用不可とする理由や、建具の場合はどの部屋のどの建具に関するものかなどの説明が必要です。
（修理を検討している世帯の場合は見積書で対応できることが多いと思いますが、そうでないケースでも、令和4年台風15号では弁護士と
建築士さんとで訪問調査に行き、意見書をご作成いただいて判定が変わった（準半壊→半壊や半壊→中規模半壊など）ケースが何件もあ
ります）

・建築士さんが相談ブースにいらっしゃらない場合、材質ごとの再利用の可否などについて、日本建築士会連合会の「浸水被害住宅の技術
対策マニュアル」ｐ１７～１８が参考になります。

連合会策定の取組（事前防災活動指針・災害対応2022・浸水被害対応マニュアル） | 公益社団法人 日本建築士会連合会 
(kenchikushikai.or.jp)

・内閣府の手引きには、被害程度について、数字が太字（大きなフォント）に
なっているもの（例えば床→だと無被害・程度Ⅱ～Ⅳ）は、主に浸水による
被害があった場合に用い、太字になっていないもの（床だと程度Ⅰ・程度Ⅴ）
は、主に物理的被害があった場合に用いる、という記載があり、遵守している
市町もあるため要注意（浸水による被害だと程度Ⅳまでしか評価しない運用
をしているところも）

出典 静岡県弁護士会 弁護士植松真樹 2023/7/12

https://www.bousai.go.jp/taisaku/unyou.html
http://kenchikushikai.or.jp/torikumi/saigaitaisaku_1.html


・家の修理費用
・家財の損害額
（金額の推定規定あり）

↑次ページ

・お墓の修理費用など

災害による損害 もらえた保険金から をひく

この金額が、その年の所得の１０パーセントを超えていたら、
その超えた分、所得を控除してもらえる（＝所得税、住民税が減る）

雑損控除（医療費控除とほぼ同じ） ※半壊未満の人でも活用できる！
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「国税庁 雑損控除」で検索

この家財の損害額推
定規定が非常に大き
い

雑損控除 家財の損害額はわからなくても推定してもらえる！
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損害額にかける被害割合の計算方法（家財の場合）

損害額に掛け合わせる「被害割合」
については、
①罹災証明の判定（半壊など）と、
②浸水の程度
を合計してよいことになっている。

（被害割合の計算の例）
たとえば、２階建ての家が、土砂を伴う
床上２０ｃｍの浸水をして、半壊の罹災証明書
をもらった場合

半壊の場合の家財の被害割合 ➡左の表で５０％
二階建て以上の家への土砂を伴う
床上２０ｃｍの浸水 ➡左の表で４０％

５０％＋４０％＝９０％ ←これが本件の被害割合

（結果） 家財の損害額にこの９０％をかけて損害額をだす
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損害額にかける被害割合の計算方法（家財の場合）

損害額に掛け合わせる「被害割合」
については、
①罹災証明の判定（半壊など）と、
②浸水の程度
を合計してよいことになっている。

（被害割合の計算の例）
たとえば、２階建ての家が、土砂を伴う
床上２０ｃｍの浸水をして、半壊の罹災証明書
をもらった場合

半壊の場合の家財の被害割合 ➡左の表で５０％
二階建て以上の家への土砂を伴う
床上２０ｃｍの浸水 ➡左の表で４０％

５０％＋４０％＝９０％ ←これが本件の被害割合

（結果） 家財の損害額にこの９０％をかけて損害額をだす
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税理士浅原慎一郎先生（静岡市）が台風１５号支援のために
作成された記入サンプル
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借り入れ無料
預貯金５００万円に加えて、も

らった支援金、弔慰金や義援金

などをすべて手元に残したまま、
ローンを減額、免除してもらう

手続は弁護士に支援してもらえ
る。その費用も無料！

保証人にも原則請求されない

被災ローン減免制度
を利用すると？？

新規一転したい人！
住宅ローンを全て免除してもらって、

白紙の状態から再スタート！
その後は賃貸暮らしでも、
再度家を建築、購入も！

不動産は残したい人！
残したい不動産（土地だけと
か、土地建物両方とか）の評
価額の分だけ分割で返済し、
残りのローンは免除してもらう

計画を債権者に提案。

※正式名称 自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン

住宅ローンなどの個人ローンを減免 被災ローン減免制度

住宅ローンだけでなく、災害救助法が適用された自然災害
によって払えなくなった個人のローンが広く対象です

借金がなくなったあと、
ブラックリストに載らないので、

再度借入の可能性！

あきらめないで！！
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問題１
（回答）

次の被災者が支援制度を活用して使える最大の金額を考えて、回答欄に書きましょう。

夫は７５歳、妻は７０歳の二人暮らしです。 地震で家が半壊しました。
貯金は３００万円あります。 地震保険は３００万円もらえる予定です。
家は、築４５年の２階建てで、土地が５００万円、建物は５００万円の評価でした。
住宅ローンや借金はありません。今回の災害は、特定非常災害に指定されたようです。

義援金は５０万円もらい、自治体からは修理には５０万円の補助金がでると聞きました。

年金生活（２００万円）で余裕はありませんが、家をもう一度 修理して住みたい です。

被災時の預貯金 万円

万円 万円

使う
使わない 万円 万円 万円

使う
使わない

使う
使わない 万円 万円 万円 万円

使う
使わない

↑
選んで

丸をつける

↑
選んで

丸をつける どちらか１つ

↑
選んで

丸をつける

↑
選んで

丸をつける

支援制度の合計 万円＋ ＝ 合計 万円

あくまで仮に最大の金額
を使うとすればの計算。

どんな選択がご夫婦の
幸せにつながるかは
簡単には答えがだせないね。

３００

３００ ５０ １７０ ５０ ７０.６ ６００

１２４０.６ １５４０．６



大規模
半壊

中規模
半壊

半壊

準半壊

一部損壊

単位：万円

１７０

１７０

１７０

７０．６

７０．６

７０．６

３４．３

５０
（単身３７．５）

上限１２００
（評価の6割）

（評価の6割）

（評価の6割）

（評価の6割）

（評価の6割）

１００
（単身７５）

５０
（単身37.5）

どちらかを選択

どちらかを選択

どちらかを選択

どちらかを選択

どちらかを選択

上限１２００

上限１２００

上限１２００

上限１２００

家財の3分の
1以上の損害

あれば150

家財の3分の
1以上の損害

あれば150

ご相談者の方の罹災証明
の段だけをみればいいんだね

修理の支援制度
（チェックシート）

どちらかを選択

どちらかを選択

どちらかを選択

使えること
が多い

普通の
住宅

ローン

利息の
返済だけ
の特例

使える支援制度
などを

この表の左から順番に
チェックしていこう！

・
自
治
体
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
な
ど
を
確
認
し
て
検
討
す
る
。

使えること
が多い

使えること
が多い

・
災
害
で
借
金
の
返
済
に
困
っ
て
い
れ
ば
検
討
す
る
！

・
借
金
が
な
け
れ
ば
検
討
不
要
で
す
。

・
こ
の
４
枚
の
使
え
る
支
援
に
も
れ
が
な
い
か
確
認
す
る
。

・
避
難
生
活
中
の
ご
家
族
の
死
亡
は
、
弔
慰
金
請
求
を
検
討
。

・
税
金
を
お
さ
め
て
い
る
場
合
は
必
ず
ご
説
明
を
！

確
定
申
告
す
れ
ば
、
税
金
が
減
額
、
免
除
に
な
る
可
能
性

災害救助法と被災者生活
再建支援法がその自治体に
適用されている前提の表
なのでそこは注意

©弁護士永野海
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問題２
（回答）

次の被災者が支援制度を活用して使える最大の金額を考えて、回答欄に書きましょう。

夫は７５歳、妻は７０歳の二人暮らしです。 地震で家が半壊しました。
貯金は３００万円あります。 地震保険は３００万円もらえる予定です。
家は、築４５年の２階建てで、土地が５００万円、建物は５００万円の評価でした。
住宅ローンや借金はありません。今回の災害は、特定非常災害に指定されたようです。

義援金は５０万円もらい、自治体からは修理には５０万円の補助金がでると聞きました。
年金生活（２００万円）で余裕はありませんが、壊れた家を 解体して１０００万円ぐらいの
平屋の家でよいので建てたい です。

被災時の預貯金 万円

万円 万円

使う
使わない 万円 万円 万円

使う
使わない

使う
使わない 万円 万円 万円 万円

使う
使わない

↑
選んで

丸をつける

↑
選んで

丸をつける どちらか１つ

↑
選んで

丸をつける

↑
選んで

丸をつける

支援制度の合計 万円＋ ＝ 合計 万円

あくまで仮に最大の金額
を使うとすればの計算。

どんな選択がご夫婦の
幸せにつながるかは
簡単には答えがだせないね。

３００

３００ ５０ ２５０ １００ ９００ ２００

１８００ ２１００



大規模
半壊

中規模
半壊

半壊

準半壊

２００
（単身150）

20０
（単身150）
※解体を前提

２００
（単身150）
※解体を前提

２００
（単身150）
※解体を前提

全壊
１００

（単身７５）

１００
（単身７５）
※解体を前提

１００
（単身７５）
※解体を前提

１００
（単身７５）
※解体を前提

３５０

２５０

２５０

２５０

家財の3分の
1以上の損害

あれば150

（評価の6割）

（評価の6割）

（評価の6割）

（評価の6割）

上限２７００

上限２７００

上限２７００

上限２７００

単位：万円

普通の
住宅

ローン

利息の
返済だけ
の特例

どちらかを選択

どちらかを選択

どちらかを選択

どちらかを選択

通常は
使える使える

使える支援制度
などを

この表の左から順番に
チェックしていこう！ご相談者の方の罹災証明

の段だけをみればいいんだね

使えること
が多い

使えること
が多い

使えること
が多い

・
自
治
体
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
な
ど
を
確
認
し
て
検
討
す
る
。

・
こ
の
４
枚
の
使
え
る
支
援
に
も
れ
が
な
い
か
確
認
す
る
。

・
避
難
生
活
中
の
ご
家
族
の
死
亡
は
、
弔
慰
金
請
求
を
検
討
。

・
税
金
を
お
さ
め
て
い
る
場
合
は
必
ず
ご
説
明
を
！

確
定
申
告
す
れ
ば
、
税
金
が
減
額
、
免
除
に
な
る
可
能
性

災害救助法と被災者生活
再建支援法がその自治体に
適用されている前提の表
なのでそこは注意

・
特
定
非
常
災
害
の
場
合
と
、
自
治
体

が
独
自
に
実
施
す
る
場
合
は
使
え
る

・
災
害
で
借
金
の
返
済
に
困
っ
て
い
れ
ば
検
討
す
る
！

・
借
金
が
な
け
れ
ば
検
討
不
要
で
す
。

解体・現地建替えの支援制度
（チェックシート）

©弁護士永野海
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